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書式第 4号 (法第 44条・51条関係)

認定基準等チェック表 (第 1表 絶対値基準用)

・ コ

"H“

Uロロとは、申請●提出の口前に姜7した事業年凛0茉日以前2年 (初回の■2年、コ晰は6年)内に終了した各事彙年産の

うち最も旱ι呻暉昨まの初日から申騰●昴出の自由に■7した事彙キ凛の末日までの期日でナ。

例刻■ 0月決■法人が令和6年 7月に申1腑書を提出する場合、■去2鋼力!ヨロ疇寝の資更を行っていな:‖」よ 実輌H定期国ま初

めて日定を受ける法人の■合は令和3年4月 1日から令和5年3月 劇日 0鮨間は6事摯年凛,となります。

・ チェック|口には、この壺の各襴ゆ記口を餞了し、■串を

'た

していることを硼日
=し

たら rチェック相ul●チェックを目麟してください

012表以下についても同機です。)。

・ なお、口定書童の日日こおいて、年3.000円以上の■田■M瀕

""腱
‖日日こついて磁 させていただく場合力

'あ
りますので、寄附

者の欧の■出根員を示す●颯餞 人の主たる事稿所に■口ut保管するよう潤口いします。

※ 薔田田麟由

“

H"u鳴口助咸全を受け取つている場合は3.000円|“当::齢相■凛由停交111日l田口:崩員金の饉を加算した全暉以上の寄

附者敷となります。

実績判定期間 平成31年 4月 1日 ～令和6年 3月 31日法人名 特定非営利活動法人 生態工房

チ ェ ッ ク 欄

○

実績判定期間内の各事業年度中の寄附金の額の総額が3,0∞ 円以上である寄附者の数 (※)の合計数

が年平均1∞ 人以上であること

【留慮1中口

1 寄附者の略 ∝人にあつて:よ その名称)及びその住所力q明らかな寄鮒諸0駒・を郵′.て くださし、

2 寄附者の数の算出に当たつて|ム 寄附者本人と生計を―にする方を含めて一人としてくださしヽ

こする方が寄附者である場合、それらの方を寄附者の数に含めないでください。3

【寄附者名簿チェック欄】

回 寄附者の氏名 (法人にあつて:よ その名称)及びその住所が明らかな寄剛者の内・を数えていま
‐
す功、

口 寄附者の数の算出に当たって、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としていますれ

日 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が摘絲1者の場合、それらの方を割附者数から除いていますれ

上日の日で『いいえ1にOがついた胴 ム 下口の日で判定してくださしヽ

○ 実績判定期間内において、寄附金額が年 3,000円以上の寄附者の数 (※)が年 100人未満の事業年度があ

る場合は、下欄により、年平均 100人以上かどうかを判定してくださしゝ

年 3,000円以上の

寄附者の数(Ю

◎ ⑤ ◎ ① ◎ ① 合計

人 人 人 人 人 人 A 人

実績判定期間の月数
一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。

B 月

実績判定期間の年 3,∞0円以上の寄附者数 (※)

× 12
人 ≧ 100人

実績判定期間の月数

↑

小数点以下は切り捨てます。

実績判定

期間内の

各事業年度

③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

平成31年 4月 1日 令和2年 4月 1日 令和3年 4月 1日 令和4年 4月 1日 令和5年 4月 1日 年 月 日

令和2年 3月 31日 令和3年 3月 31日 令和4年 3月 31日 令和5年 3月 31日 令和6年 3月 31日 年 月 日

年3,0∞ 円以上の寄附者

の数(※)が 1∞人以上で

ある

(≡)。 いいえ (≡)。 いいえ ①
。しいえ 《

=)。

いいえ (=)・ しヽえヽ はい・しヽ えヽ

A
人

B
月

自

至
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書式第 6号の① (法第44条・ 51条 058条関係)

認定基準等チェック表  (第 2表 )

(注意事項)

③については、小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してください。

法人名 特定非営利活動法人 生態工房 チェック欄

2 実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が50%未満であること

イ 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供 (以下「資産の譲渡等」という。)、 会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動 (資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。)

日 会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動 (会員等に対する資

産の譲渡等を除く。)

(注意事項)特 定の地域とは、―の市区町村の区域の―部で地縁に基づく地域をいいます。

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動

二 特定の者に対 し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 _

実 績 判 定 期 間

すべての事業活動に係る金額等 ①
(指標

238,741,776円

①のうちイ～二の活動に係る金額等 ② 80,540円

⇒②ヘ

基準となる割合 (②÷

①)

③ 0.03%

イ

会員等に対する資産の譲渡等の活動 (対価を得ないで行われ

るもの等を除く。)に係る金額等
③

0円

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会

員等である活動に係る金額等
⑮

0円

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ◎ 80,540円

特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ① 0円

特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求

める活動に係る金額等
◎

0円

合  計   (④ +⑤+◎+①+◎) ① 80,540円

○
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書式第 7号 (法第 44条。51条・58条関係) ヽ

認定基準等チェック表  (第 3表) (布

"D

∝憲中Q
・ 認定基準等チェック表 (第 3表):よ 法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書Dの 提出時においても配載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の配輸の必要はありません。

0 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 法第
"条

第1項に基づく書類 (役員報酬親程等提出書類)に記載した事項について、

改め
‐C=耐 る必要はありません。

法人名 特定非営禾1蝉測法人 生態工房 チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

{2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

○

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

0主 2)

各欄D.尺脚申よ 第3表付表1「役員の状況」から転配してくださしヽ

C及ま副こついて:よ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

②÷①)

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

④÷③

① ② ③ ④ ⑤

③ 羽成31年4月 1日～令和2年 3月 31日
6人 0人 0% 0人 0%

⑮ 令和2年 4月 1日～令和3年 3月 31日
6人 0人 0% 0人 0%

◎ 令和3年 4月 1日～令和4年 3月 31日
7人 0人 0% 0人 0%

① 令和4年4月 1日～令和5年3月 31日
7人 0人 0% 0人 0%

◎ 令和5年 4月 1日～令和6年3月 31日
7人 0人 0% 0人 0%

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
7人 0人 0% 0人 0%

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

しヽ えヽ

はい

いいえ



ハ

Q」菫超回I日に国■ヒ■ロロ整聾菫聾出饉」聾■自螢圏□■世堕
`量

塾二

項
日
【 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申尉調寺

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

CD

はい

CD

はい

CD

はい

CD

はい

嘔》

はい

しヽ えヽ

はい

CD

帳簿書類の備付け、取引の設 び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

⊂D
いいえ

⊂D
いいえ

CD
いいえ

CD
しヽ えヽ

CD
いいえ

はい

いいえ

CD
いいえ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申詣部寺

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有。① 有。① 肴。① 有。① 有・無 有 ①

第3表 (りCD

∝憲中Q
認定の有効期間の更新の申請に当たつて|よ 法第

"条
第1項に基づく書類 (役員報酬規程守田出1劇Dに記載した事項について、改

めて配載する必要はありません。

エ ツ 3

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費だり`明らかでないもの」があることになり、認1定を受けることはできま・せん。

′口ヽ

/‐ヽ

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「③～①」の各欄には、実総伴l」定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び 口④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝り第○条に『各正会員の表決権は、

平等なものと`する』と規定」のように講 します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記哉します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、日④りから「①」について|よ イに記載する各期

間 (「④」から輌①」)を示したもので九

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の Lま生
にК⊇上堕 盪飩整堕渕塑逮璽

'
付し≦くださいL

② Π帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した場合に盛_第 3壷量塞2」輩盤組

盤⊆2型亜l』__壺1護」柱L」□日lL:【」生だ
`三しLL

じて行つている」の「l型■に「⊆】

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、輌①」から「①りについては、イに記哉・する各期

間 (「④」から 口①」)を示したもので九

記載要領の補足
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書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名
続柄

等

就 任 等 の 状 況

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月 日

安部 邦昭

佐藤 方博

田尾 恭子

赤松 良彦

片岡 友美

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

〇

○

○

○

○

○

〇

○

○

○

○

○

○

平成14年 7月 2日 就任

平成14年 7月 2日 就任

平成14年 7月 2日 就任

平成20年 10月 24日就任

平成21年 5月 16日 就任

人木 愛

北澤 哲弥

理 事

監 事

○ ○

○

○

〇

○

○

○

○

○

令和3年 6月 26日 就任

平成22年 6月 1日就任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、改めて記載する必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人 生態工房 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請 時

役  員  数 6人 6人 7人 7人 7人 人 7人

0人 0人 0人 0人 0人 人 0人

0人 0人 0人 0人 0人 人 0人
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書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第 3表付表 2

(配職|ヨD
。 「伝票又は帳簿名」樹よ 例えば「入金伝票し、「出枷 、「撮替伝票し、:覇金出納幅」、「総勘定元根」などのように配載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄|ム「単票」、ウレーズリーフ」、「装T帳簿」などのように記載します。

・ 「調帳の時期」樹よ「都度」、「毎日」、「週1回」のように配載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 法第
"条

第1項に基づく書類 (役員1報酬規程等提出書類)に配載した内容に変更

がないとき:よ 添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人 生態工房

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 詢帳の時期 保存期間

金銭出納帳

会計ソフト「会計王」

(電子帳簿)

都度 7年

総勘定元帳

会計ソフト「会計王」

(電子帳簿)

月 1回 7年

仕訳帳

会計ソフト「会計王」

(電子帳簿)

月 1回 7年

棚卸資産台帳 Ex∝1使用ルーズリーフ 年 1回 7年

給与台帳 Ex∞1使用ノンーズリーフ 年 1回 7年

小日現金管理簿 Ex∝1使用ノレーズリーフ 都度 7年
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書式第 10号・ (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表 ) (初葉)

∝意1中Q
・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 iよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬槻程等提出書類)の提出時においても記載

及び添イすする必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 法第関条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、改めて配載する必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人 生態工房 チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと
○

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上

であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

申日中寺日

Ｈ項 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ ①

有・⑬
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有・① 有。① 有。① 有。① 有。① 有・ 無

有。① 有・ 無 有。①
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動
有。① 有。① 有。① 有。①

有。① 有。① 有・⑬ 有。① 有。① 有・ 無 有。①
特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反

対する活動

ロ

項
日
【 ③ ⑤ Q ③ ◎ ① 申請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の)健欣 当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特男:jαオ1溢の供

与の有無

有・① 有・① 有・① 有・① 有・① 有。無 有・①

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別σ禾1溢:の供

与の有無

有・① 有・⑬ 有・① 有・① 有。① 有・無 有。①

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して補調:に月溢の供与の有無
有・① 有。① 有・① 有。① 有・① 有 。無 有・①

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有。① 有・Q 有。① 有・〇 有・① 有 。無 有・①



4

項
口
日 実績開1掟期間

事 業 費 の 総 額 ① 2田,741,776円

特定非営利活動に係る事業費の額 ② 2〔B,741,η 6円

糊∪樺折1括動(味1恰 ②÷③ ③ 1∞%

ハ

注ロレ■ について、事畢員以外の

指日により計算を行う燿合:=

は 使用した指日及び単位を

"し
てくださしヽ

璽ШL菫
=塾

二

項
日
Ｈ 実績判定期間

受 入 寄 附 金 総 額 ① 1249色382円

受入寄附金総額の うち特定非営

利活動に係 る事業費に充てた額
② 12159,789円

受入割附金の充当割合 (②÷①) ③
".2%

※ハ、二について、実網畔1腱期間中に「特定資産」等の勘定科目を設定した場合、その旨を明記して下さしヽ

勘 定 科 目 金 額

円

使用した指標 判立

∝憲申①
。「認定基準等チェック表 (第 4表 次葉)」 0畷.び二)Iよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時

にはm載及び添付の必要はありません。

・「ハ及び三」(以〕こついてIよ 小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してくださし、

ノロ、

⌒



つ

 ヽ ′
V

書式第 11号 (法第 44条・51条・58条関係)

役員等に対する報酬等の状況 第4表付表 1

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係にある者 (注 1)(以下「役員等」という)に対する報酬又は給与の支給 (実績判定期間及び申請書の提

出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに行った取引等)について記載してくださし、

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親1等以内C廃訪矢又はこれらの者と特殊の関係にあ

る者」とは次C灌勧ミ該当します。

①  役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

③  ①の者の使用人及醐 人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内

の例痴 から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④  ②又ば〕こ掲げる者(箱己偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又1靖与の支給の状況 (口を除ぐ3)

氏    名 職 名
法人との関係

(注 2)

潮剛・給与の

区 分
支 給 期 間 等 支 給 金 額

 給与 平成31年 4月 1日 ～令和6年 7月 1日 22,778,8∞ 円

給与 平成31年 4月 1日 ～令和6年 7月 1日 22,∞3,133円

給与 令和6年 4月 1日 ～令和6年 7月 1日 2[Ю,000円

給与

令和2年 4月 1日～令和3年 3月 31日

令和3年 4月 1日 ～令和3年 6月 25日

令和3年 6月 郎日～令和4年 3月 31日 2,422,933円

令和4年 1月 1日 ～令和6年 7月 1日 8,103,333円

 給与

平成31年 4月 ll～令和2年 3月 311

令和3年 4月 1日～令和4年 3月 31日

令和4年 4月 1日 ～令和5年 3月 31日

令和5年 4月 1日～令和6年 3月 31日

令和6年 4月 1卜令和6年 7月 1日

 給与

平成31年 4月 1卜令和2年 3月 31日

令和2年 4月 1日 ～令和3年 3月 31日

令和4年 4月 1日 ～令和5年 3月 31日

 給与 平成31年 4月 1日 ～令和2年 3月 311

給与 令和元年10月 22卜令和2年 3月 31日

給与 令和5年 6月 23日～令和6年 3月 81日

法人名 特定非営利活動法人 生態工房

(注 2)注 lαD～④の内容を具体的に記述します。



口 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額

集 計 期 間 平成31年 4月 1日 ～ 令和6年 7月 1日

給 与 を 得 た 職 員 り 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

23人 54,202,26円

「役員等に対する資産の臨演等の状況等 (第 4表付表 1)」 :よ 法第5条第 1】列ヨ聾づく書類 (役員報酬観濯等提出書類)の

提出時には記載及び添付の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬調程守掲出書類)に配載した事項につい

て、改めて記載する必要はありません。

⌒

′日、



つ

書式第12号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する資産の譲渡等の状況等 第4表付表2(1"葬D

∝憲中Q
・ 「役員等に対する資産の譲渡等の状況等 (第4表付表 2)」 :よ 法第関条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類Dの提

出時には配載及び添付の必要はありません。

・ 認定の有効期間D更新の申請に当たつてiよ 法第関 条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます.

 ヽ ノ
▼

法人名 特定非営禾:鷹置法人 生態工房

1役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係 0にある者 (以下「役員等」という)又は役員等が支配する法人に対する資産の詰 儀萎巴|

定期間丞ゴ皇證書2提出.ELを含む壺業重E崖選り自笙≧旦」奎≧二と壁l誼書22提出の墜ヨニ三≦ユ」:LE重」E塑1笠)について以下

の項目を記載してくださし、

(週D「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。

① 婚姻の届出をしていないが事実」」働因関係と同様の事情にある関係

②l使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける盗践その他の財産によって生計を維持している関係

③ 上記ЭI又は②に掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている関係

(1)資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
譲 渡 資 産 の 内 容

譲  渡

年 月 日
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等

01申ほのとおり) 円

円

円

円

円

円

円

(2)資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
貸 付 資 産 の 内容

貸  付

年 月 日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

‐

な し 円

円

円

円

円

円

円



(3)役務の提供 (施設の利用等を含む。)

2 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項

骸:当する事項がある場合にその内容を具1体的に記載してください。)

該当なし

3 支出した寄附金

取 引先 の氏名 等
法 人 との

関   係
役務の提供の内容

役務の提

供専 1月 日
対価の額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

0嘲しのとおり) 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

なし ・円

円

円

円

円

円

円

第4表付表2(2kヨD

∝菫1申Q
。 「役員等に対する資産の議渡等の状況等 (第 4表付表 2)」 lム 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出□Dの 提出

時には認載及び添付の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 法第

“

条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類):こ配載した事項について、

添付を省略することができます。

⌒

⌒



別紙 1 役員等に対する資産の譲渡等の状況等 (1) 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

 譲渡資産の内容 (※ )

譲渡

年旦_旦___」墨菫」亜塵L__二の」墜ZttE二 ]量金量豊E

   Tシャツ1 Rl.8.19 2100円  定価の1…3割 引き

   クリアボトル1

Tシヤツ1、 サコッシュ1、 手ぬぐい1

防水パッグ1

Rl.8.30

R2.7.28

R4.8.31

1,782 円

4,921円

2240円

″

″

″

   Tシャツなど6品

パッグ、Tシャツなど7点

Tシャツ2

防水パッグ1

Rl.8.31

R2.2.10

R2.8.22

R4.1.23

9,124円

6,796 円

4200円
2240円

″

″

″

″

    Tシャツ1、 サコッシュ1

ショルダートート1、 防水スマホケース1

手ぬぐい1

Tシャツ1

Tシャツ1、 手ぬぐい2

Rl.7.31

Rl.8.30

R2.1.30

R2,7.28

R2.12.23

3,850円

3,500 円

924円

2,100 円

3.577 円

″

″

″

″

″

ぬぐい1

Tシャツ1、 クリアボトル1

Tシャツ3

R3.9.30

R3.11.25

R6.620

1,071円

2,984 円

円

″

　

″

　

″

 ヽ ′
V    Tシャツ1

Tシャツ1、 サコッシュ1

手ぬぐい1

手ぬぐい2

サコッシュ1

Tシャツ2

Tシャツ1

Rl.5.30

Rl.7.31

R2.9.20

R3.3.31

R3.4.30

R3.10.27

R5.8.28

1,4)0円

3,850 円

910円

1,320 円

1,750 円

2,300円

2.100 円

″

″

″

″

″

″

″

  ショルダートート2 Rl.7.31 4_900円 ″

Tシャツ3

Tシャツ2

Rl.7.31

R4.9.27

6,300 円

2.800 円

″

　

″

   サコッシュ1、 防水スマホケース

ショルダートート1

クリアポトル1

Rl.7.31

Rl.3.30

Rl.9.26

2,800 円

2,450 円

1, 円

″

　

″

　

″

   マスキングテープ1

防水スマホケース1

Tシャツ1

Tシャツ1

R2.8.5

R3.8.27

R3.12.1

R5.8.28

455円

1,050円

1,400円

2,100 円

″

″

″

″

   クリアボトル」
Tシヤツ1

R2.8.5

R4.10.28

1,700 円

円1

ノヽ    防水パッグ1 R4.9.22  2.240 円 ″

  防水スマホケース1

Tシヤツ1

Tシャツ1

R4.12.28

R5.6.27

R5.9.26

1050円
1,400円

2, 00 円

″

″

″

※自社商品、数字は購入数



男Il紙2役員等に対する資産の譲渡等の状況ギ (3) 提供(施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等   法人との関係 役務の提供の内容
役務の提供

年月日
対価の額  その他の取引条件等

さいたま桜環境センター

運営業務

上尾丸山公園
かいぼり業務

さいたま桜環境センター

運営業務

上尾丸山公園業務

上尾丸山公園業務

大宮池守活動
コーディネーター派遣

みなかみ町ため池
ドローン撮影業務

1,813,500円    覚書に基づく

14,5∞ 円

2,178,000 円

34,αЮ 円

15,000 円

R5.3.27    17,500円

R50.14    59,900円

H314.1～

R2.3.31

H314.1～

R2.3.31

R2.4.1^′

R3.3.31

R24.1～

R3.3.31

R44.1～

R5.3.31

W

上尾丸山公園

植生調査

上尾丸山公園

植生調査

上尾丸山公園

植生調査

上尾丸山公園

植生調査

上尾丸山公園

植生調査

Rl.10.16

Rl.10.30

R2.9.20

R2.10.22

R3.9.9

R3.9.27

R4.8.11

R4.8.12

R5.3.30

R5.8.31

1232∞ 円   覚書に基づく

123,200 円

123,200円

123,200 円

7却∝)円

成田空港
日光浴ワナ設置工事

R4420  156,640円   請求書に基づく

Ψ
光が丘公園かいばり

水棲生物調査業務

上尾丸山公園大池かいばり
水棲生物調査業務

石神井池かいはり

水棲生物調査業務

大宮公園舟遊池かいばり

水棲生物調査業務

東大和市文献調査業務

東大和市ニツ池かいばり

水棲生物調査業務

R■ 1■24  59,4∞ 円  請求書に基づく

Rl.12.22   106480円

R3.1.16

R3.1.17

R4.11.3

R4.114

R4.12.23

R4.12.26

R5.1.5

R5.1.6

320,650 円

312,180 円

154,000 円

R5.11.11    70,000円

令和4年度

環境省アカミミガメ動画作成業務

R4.3.1～

R4.12.31
660,00()円   請求書に基づく



L  ′
V

V

書式第 13号 (法第44条・51条。58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チェック表第5表は、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添

付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

チェッタ‖ロ法人名 特定非営利活動法人 生態工房

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は

居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させることに同意する。

楽田■に関する細則 (社内規則)等がある●合には、その綱則 (社内規則)等を添付してください.

同  意

Cコ) しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以

上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者 との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの

者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人

に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万 円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金

の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況

a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第 14号 (法第 44条。51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

ν

法人名 特定非営禾:偏識1法人 生態工房

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェッタ欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 年  月  日

O意1中Q
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程簿提出書類)の提出時に当たつてIよ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D

は、配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の配載の必要はありません。また、法第

55条第1項:こ基づく1日類 (役員報酬規屋嘲日期劇Dに配載した事項:こついて、1改めて記韓する必要はありません。

L

V

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営禾i雁副促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 。 無 有 0無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェッタ欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力y)禾l溢を得、又lゴ尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 71動||よ 法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時に配載及

び添付する必要があります。

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 。① 有 。① 有 ・ ① 有 ・ ① 有 。① 有 ・ 無 有 。①



書式第 15号・
(法第 44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 生態工房 チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準に力喘わヽらず、次のいずれかの欠格事由に該当す
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り

場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当1酸特例

認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行1潮防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等
′田 )若し

くは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税着しくは地方税に関する法律に違反したことにより、罰

金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 は2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人

国税I ら3年を経過しない法人

次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

５

６

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定チP岬括動法メご瀧1定を取り消された場合又は特例認1定特定非静附部戴却u制 定を

取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定

非営和括動法人又は当鰤 1認定特定り糧挿l幡副法人のその業務を行う理事であった者でその取消

しの日から5年を経過しない者の有無

有。①

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しない者の有無
有。①

特定脚 括]混進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に販 したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰虚刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しなし渚・の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有。①

，
“ 認定又は特

"熙

定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い
。

Ｑ
υ 定款.又は事業計画1書の内容が法令等に違反している法人 はい。C=ジ)

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過し

ない法人
はい。(亜ジ)

耐
薇

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上国」ョ区倒園整壁襲畳1聖堕凶塑壼豊塁豊塑ヨロ盟国□薔

壁2生l」!堕:奥」四I匿i壼聾!国:墨:菫!堕!丞型:堕:壁:菫]睦」塵:堕!望:≧」:壼:塑量量:コ:」!□l□:聖鐘ヨl墨:奎」堕1園国園:口菫重壁■:登二上___.

※その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

※役員湘剛膨醍蓼艶量卦書には添付不要

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 は い
。

´
０ 次のいずれ料こ該当する法人

暴力団 は い
。

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 は い
。

L
V

t

V

ロ

ハ

イ



書F場第16号 (法第44条・ 51条・ 58条段郭系)

寄附金を充当する予定の事業内容等

法人名 特定非営利活動法人 生態工房

L
V

W

事   業   名 具 体 的 な 事 業 内 容
実施予定

年  月

実施予

定場所

従事者の

予定人数

受益対象者の

範囲及び予定

人    数

寄附金充当

予 定 額

生きものの生息環

境の保全、管理事業

生物多様性の保全・復元

外来生物の防IR水鳥の生

息環境柴鋭 緑地の管理・

活用の支援:市民参加によ

る草はらの創出と′印乳

随時 公園

緑地

各所

延

1235人

公園や緑地

の利用者

8∞,∞0人

800,000円

自然との共生を目

的とした環境学習

事業

緑地保全のための市民参

加プログラムの檜亀 環境

教育施設の運営

随時 公園

緑地

各所

延

4∞ 人

公園や緑地

の利用者、

観察会等の

勿 賭

50,αЮ人

800,000円

本法人の目的を達

成するために必要

な広報事業

生物多様性の保全復元に

関する知見の蓄積と公札

情報交換会やシンポジウ

ムの開イ視野生生物に関心

を高めるための商品企画・

ル:デ記

随時 事 務

局、各

種学会

等

延

400人

学会・シンポ

参加者、出版

物の購読者

等

30,(ЮO人

800,000円

保全・管理及t環覧

学習を推進するた

めの人材育成事業

保全活動を担う市民の育

成)イ ンターンシップ。校

外学習の:刻尻

随時 公園・

緑地

各所、

事務局

等

延

200人

講座参加者、

インターン、

学生・生徒等

5,0∞ 人

500,000円




